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議第２号 

 
瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 
瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第１号）の一

部を次のように改正する。 

第８条に次の１項を加える。 

３ 前項に規定するもののほか、同項に規定する正規の勤務時間以外の時間 

における勤務に関し必要な事項は、市の規則で定める。 

附 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第３号 

 
瑞浪市職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 
瑞浪市職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
瑞浪市職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例 

瑞浪市職員の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年条例第２９号）の

一部を次のように改正する。 

第４条第２号中「第１０４条第４項第２号」を「第１０４条第７項第２号」 

に改める。 

附 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第４号 

 
瑞浪市職員の修学部分休業に関する条例の制定について 

 
瑞浪市職員の修学部分休業に関する条例を次のように制定するものとする。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
瑞浪市職員の修学部分休業に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」 

という。）第２６条の２第１項、第３項及び第４項の規定に基づき、職員  

の修学部分休業（同条第１項に規定する修学部分休業をいう。以下同じ。） 

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（修学部分休業） 

第２条 任命権者は、職員が申請した場合において、公務の運営に支障がな 

く、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、 

修学部分休業を承認することができる。 

２ 修学部分休業の承認は、当該職員の１週間当たりの通常の勤務時間の２

分の１を超えない範囲内で、当該職員の修学のため必要とされる時間につ

いて、３０分を単位として行うものとする。 

３ 法第２６条の２第１項の条例で定める教育施設は、次に掲げる教育施設

とする。 

（１） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に規定する大学

（当該大学に置かれる同法第９１条に規定する専攻科及び同法第９７条

に規定する大学院を含む。） 

（２） 学校教育法第１０８条に規定する短期大学 

（３） 学校教育法第１１５条に規定する高等専門学校 
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（４） 学校教育法第１２４条に規定する専修学校 

（５） 学校教育法第１３４条に規定する各種学校 

４ 法第２６条の２第１項の条例で定める期間は、２年とする。 

（修学部分休業取得中の給与） 

第３条 職員が修学部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、瑞浪市職

員の給与に関する条例（昭和３２年条例第１９号）第１３条の規定にかか

わらず、その勤務しない１時間につき、同条例第１６条に規定する勤務１

時間当たりの給与額を減額して支給する。 

（修学部分休業の承認の取消事由） 

第４条 任命権者は、修学部分休業をしている職員が、次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、当該修学部分休業の承認を取り消すものとす

る。 

（１） 修学部分休業に係る教育施設の課程を退学したとき。 

（２） 正当な理由なく、修学部分休業に係る教育施設の課程を休学し、

又はその授業を頻繁に欠席しているとき。 

（３） 修学部分休業に係る教育施設の課程を休学し、停学にされ、又は

その授業を欠席していることその他の事情により、その課程の履修に支

障が生ずるとき。 

（４） 当該職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難

となった場合で、当該職員の同意を得たとき。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第５号 

 
瑞浪市職員の配偶者同行休業に関する条例の制定について 

 
瑞浪市職員の配偶者同行休業に関する条例を次のように制定するものとす

る。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
瑞浪市職員の配偶者同行休業に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」 

という。）第２６条の６第１項から第３項まで、第６項から第８項まで及

び第１１項の規定に基づき、職員の配偶者同行休業（同条第１項に規定す

る配偶者同行休業をいう。以下同じ。）に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

（配偶者同行休業の承認） 

第２条 任命権者は、職員が第５条に規定する申請をした場合において、公

務の運営に支障がないと認めるときは、当該申請をした職員の勤務成績そ

の他の事情を考慮した上で、当該職員が配偶者同行休業をすることを承認

することができる。 

（配偶者同行休業の期間） 

第３条 法第２６条の６第１項の条例で定める期間は、３年とする。 

（配偶者同行休業の対象となる配偶者が外国に滞在する事由） 

第４条 法第２６条の６第１項の条例で定める事由は、次に掲げる事由（６

月以上にわたり継続することが見込まれるものに限る。第８条第１号にお

いて「配偶者外国滞在事由」という。）とする。 

（１） 外国での勤務 
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（２） 事業を経営することその他の個人が業として行う活動であって、

外国において行うもの 

（３） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学に相当する外

国の大学（これに準ずる教育施設を含む。）であって、外国に所在する

ものにおける修学（前２号に該当するものを除く。） 

（配偶者同行休業の承認の申請） 

第５条 配偶者同行休業の承認の申請は、配偶者同行休業をしようとする期

間の初日及び末日並びに当該職員の配偶者（法第２６条の６第１項に規定

する配偶者をいう。以下同じ。）が当該期間中に外国に住所又は居所を定

めて滞在する事由を明らかにしてしなければならない。 

２ 任命権者は、前項に規定する申請をした職員に対して、当該申請につい

て確認するため必要があると認める書類の提出を求めることができる。 

（配偶者同行休業の期間の延長） 

第６条 配偶者同行休業をしている職員は、当該配偶者同行休業を開始した

日から引き続き配偶者同行休業をしようとする期間が第３条に規定する期

間を超えない範囲内において、延長をしようとする期間の末日を明らかに

して、任命権者に対し、配偶者同行休業の期間の延長を申請することがで

きる。 

２ 第２条の規定は、配偶者同行休業の期間の延長の承認について準用する。 

（配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情） 

第７条 法第２６条の６第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者同行休

業の期間の延長後の期間が満了する日における当該配偶者同行休業に係る

配偶者の第４条第１号の外国での勤務が同日後も引き続くこととなり、及

びその引き続くことが当該延長の申請時には確定していなかったことその

他任命権者がこれに準ずると認める事情とする。 

（配偶者同行休業の承認の取消事由） 

第８条 法第２６条の６第６項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とす

る。 

（１） 配偶者が外国に滞在しないこととなり、又は配偶者が外国に滞在

する事由が配偶者外国滞在事由に該当しないこととなったこと。 

（２） 配偶者同行休業をしている職員が、瑞浪市職員の勤務時間、休暇
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等に関する条例（平成７年条例第１号）第１４条に規定する特別休暇（  

瑞浪市職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年規則第５号）第

１５条第１項第６号又は第７号に規定する場合に限る。）を取得するこ

ととなったこと。 

（３） 任命権者が、配偶者同行休業をしている職員について、地方公務

員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第２条第１項

の規定による育児休業を承認することとなったこと。 

（届出） 

第９条 配偶者同行休業をしている職員は、次に掲げる場合には、遅滞なく、 

その旨を任命権者に届け出なければならない。 

（１） 配偶者が死亡した場合 

（２） 配偶者が当該職員の配偶者でなくなった場合 

（３） 配偶者と生活を共にしなくなった場合 

（４） 前条第１号に掲げる事由に該当することとなった場合 

２ 第５条第２項の規定は、前項の届出について準用する。 

（配偶者同行休業に伴う任期付採用及び臨時的任用） 

第１０条 任命権者は、第２条又は第６条の規定による申請があった場合に

おいて、当該申請に係る期間（以下この項及び次項において「申請期間」

という。）について職員の配置換えその他の方法によって当該申請をした

職員の業務を処理することが困難であると認めるときは、当該業務を処理

するため、次の各号に掲げる任用のいずれかを行うことができる。この場

合において、第２号に掲げる任用は、申請期間について１年を超えて行う

ことができない。 

（１） 申請期間を任用の期間（以下この条において「任期」という。）

の限度として行う任期を定めた採用 

（２） 申請期間を任期の限度として行う臨時的任用 

２ 任命権者は、前項の規定により任期を定めて採用された職員の任期が申

請期間に満たない場合にあっては、当該申請期間の範囲内において、その

任期を更新することができる。 

３ 任命権者は、第１項の規定により任期を定めて採用された職員の任期を

更新する場合には、あらかじめ当該更新に係る職員の同意を得なければな
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らない。 

（職務復帰後における号給の調整） 

第１１条 配偶者同行休業をした職員が職務に復帰した場合において、部内

の他の職員との均衡上必要があると認められるときは、当該配偶者同行休

業の期間を１００分の５０以下の換算率により換算して得た期間を引き続

き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における

最初の職員の昇給を行う日として規則で定める日又はそのいずれかの日に、

昇給の場合に準じてその者の号給を調整することができる。 

２ 配偶者同行休業をした職員が職務に復帰した場合における号給の調整に

ついて、前項の規定による場合には部内の他の職員との均衡を著しく失す

ると認められるときは、同項の規定にかかわらず、任命権者は、その者の

号給を調整することができる。 

（委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則  

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第６号 

 
瑞浪市定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関する条例の制

定について 

 
瑞浪市定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
瑞浪市定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、瑞浪市の定年前に退職する意思を有する職員の募集等

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定年前に退職する意思を有する職員の募集） 

第２条 任命権者は、定年前に退職する意思を有する職員の募集であって、

次に掲げるものを行うことができる。 

（１） 職員の年齢別構成の適正化を図ることを目的とし、定年から１５

年を減じた年齢以上の年齢である職員を対象として行う募集 

（２） 職制の改廃を円滑に実施することを目的とし、当該職制に属する  

職員を対象として行う募集 

（募集実施要項の作成及び周知） 

第３条 任命権者は、前条の規定による募集（以下「募集」という。 ）を行

うに当たっては、当該募集に関し次に掲げる必要な事項を記載した要項（  

以下「募集実施要項」という。 ）を当該募集の対象となるべき職員に周知

しなければならない。 

（１） 前条各号の別 

（２） 第６条第１項の規定により認定を受けた場合に退職すべき期日又
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は期間 

（３） 募集をする人数 

（４） 募集の期間 

（５） 募集の対象となるべき職員の範囲 

（６） 募集実施要項の内容を周知するための説明会を開催する予定があ

るときは、その旨 

（７） 第５条第１項の規定による応募（以下「応募」という。 ）又は応

募の取下げに係る手続 

（８） 第６条第２項の規定による通知の予定時期 

（９） 次条第３項に規定する時点で募集の期間が満了するものとすると

きは、その旨及び同項に規定する応募上限数 

（１０） 募集に関する問合せを受けるための連絡先 

（１１） 前各号に掲げるもののほか、募集に関し必要と認められる事項  

２ 任命権者は、募集実施要項に前項第５号に掲げる職員を記載するときは、 

当該職員の範囲に含まれる職員の数が前項第３号に規定する募集をする人

数（以下「募集人数」という。 ）に１を加えた人数以上となるようにしな

ければならない。ただし、前条第２号に掲げる募集を行う場合は、この限

りでない。 

３ 任命権者は、募集実施要項に募集の期間を記載するときは、その開始及

び終了の年月日時を明らかにしなければならない。 

（募集の期間の延長及び満了） 

第４条 任命権者は、募集の目的を達成するため必要があると認めるときは、 

募集の期間を延長することができる。 

２ 任命権者は、前項の規定により募集の期間を延長した場合には、直ちに

その旨及び延長後の募集の期間の終了の年月日時を当該募集の対象となる

べき職員に周知しなければならない。 

３ 任命権者が募集実施要項に募集の期間の終了の年月日時が到来するまで

に応募をした職員（以下「応募者」という。 ）の数が募集人数以上の一定

数（以下この項において「応募上限数」という。 ）に達した時点で募集の

期間は満了するものとする旨及び応募上限数を記載している場合には、応

募者の数が応募上限数に達した時点で募集の期間は満了するものとする。 
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４ 任命権者は、前項の規定により募集の期間が満了した場合には、直ちに

その旨を当該募集の対象となるべき職員に周知しなければならない。 

（応募又は応募の取下げ） 

第５条 次に掲げる者以外の職員は、規則で定めるところにより、募集の期

間中いつでも応募し、第９条第３号に規定する退職すべき期日が到来する

までの間いつでも応募の取下げを行うことができる。 

（１） 岐阜県市町村職員退職手当組合退職手当条例（昭和３６年岐阜県

市町村職員退職手当組合条例第３号。以下「退職手当条例」という。 ）

第２条第３項の規定により職員とみなされる者 

（２） 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用さ

れる者 

（３） 第３条第１項第２号に規定する退職すべき期日又は同号に規定す

る退職すべき期間の末日が到来するまでに定年に達する者 

（４） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。 ） 

第２９条の規定による懲戒処分（故意又は重大な過失によらないで管理

又は監督に係る職務を怠った場合における懲戒処分を除く。次条第１項

第２号において同じ。）又はこれに準ずる処分を募集の開始の日におい  

て受けている者又は募集の期間中に受けた者 

２ 前項の規定による応募又は応募の取下げは職員の自発的な意思に委ねら

れるものであって、任命権者は職員に対しこれらを強制してはならない。 

（応募の認定） 

第６条 任命権者は、応募者について、次の各号のいずれかに該当する場合

を除き、応募による退職が予定されている職員である旨の認定（以下「認

定」という。 ）をするものとする。ただし、次の各号のいずれにも該当し

ない応募者の数が募集人数を超える場合であって、あらかじめ、当該場合

において認定をする者の数を当該募集人数の範囲内に制限するために必要  

な方法を定め、募集実施要項と併せて周知していたときは、任命権者は、 

当該方法に従い、当該募集人数を超える分の応募者について認定しないこ

とができる。 

（１） 応募者が募集実施要項又は前条第１項の規定に適合しない場合 

（２） 応募者が応募をした後、法第２９条の規定による懲戒処分又はこ
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れに準ずる処分を受けた場合 

（３） 応募者が前号に規定する処分を受けるべき行為（在職期間中の応

募者の非違に当たる行為であって、その非違の内容及び程度に照らして

当該処分に値することが明らかなものをいう。）をしたことを疑うに足  

りる相当な理由がある場合その他応募者に対し認定を行うことが公務に

対する信頼を確保する上で支障を生ずると認める場合 

（４） 応募者を引き続き職務に従事させることが公務の能率的運営を確

保し、又は長期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要である

と認める場合 

２ 任命権者は、認定をし、又はしない旨の決定をしたときは、遅滞なく、

規則で定めるところにより、その旨（認定をしない旨の決定をした場合に  

おいてはその理由を含む。）を応募者に書面により通知するものとする。 

（退職すべき期日の通知） 

第７条 任命権者が募集実施要項において退職すべき期間を記載した場合に

は、認定を行った後遅滞なく、当該期間内のいずれかの日から退職すべき

期日を定め、規則で定めるところにより、前条第２項の規定により認定を

した旨を通知した応募者に当該期日を書面により通知するものとする。 

（退職すべき期日の繰上げ又は繰下げ） 

第８条 任命権者は、認定を行った後に生じた事情に鑑み、認定を受けた職

員（以下「認定応募者」という。 ）が次条第３号に規定する退職すべき期

日（以下この条において「退職すべき期日」という。 ）に退職することに

より公務の能率的運営の確保に著しい支障を及ぼすこととなると認める場

合において、当該認定応募者にその旨及びその理由を明示し、規則で定め

るところにより、退職すべき期日の繰上げ又は繰下げについて当該認定応

募者の書面による同意を得たときは、公務の能率的運営を確保するために  

必要な限度で、退職すべき期日を繰り上げ、又は繰り下げることができる。 

２ 任命権者は、前項の規定により退職すべき期日を繰り上げ、又は繰り下

げた場合には、直ちに、規則で定めるところにより、新たに定めた退職す

べき期日を当該認定応募者に書面により通知しなければならない。 

（認定の失効） 

第９条 認定応募者が次の各号のいずれかに該当したときは、認定は、その
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効力を失う。 

（１） 退職手当条例第１５条第１項各号のいずれかに該当したとき。 

（２） 退職手当条例第１９条第１項又は第２項の規定により退職手当を

支給しない場合に該当したとき。 

（３） 募集実施要項に記載された退職すべき期日若しくは第７条若しく

は前条第２項の規定により応募者に通知された退職すべき期日が到来す

るまでに退職し、又はこれらの期日に退職しなかったとき（前２号に掲

げるときを除く。）。 

（４） 法第２９条の規定による懲戒処分（懲戒免職の処分及び故意又は

重大な過失によらないで管理又は監督に係る職務を怠った場合における

懲戒処分を除く。 ）又はこれに準ずる処分を受けたとき。 

（５） 第５条第１項の規定により応募を取り下げたとき。 

（公表） 

第１０条 任命権者は、この条例の規定による募集及び認定について、募集

実施要項（第６条第１項に規定する方法を周知した場合にあっては当該方

法を含む。 ）及び認定応募者の数を公表しなければならない。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し、必要な事項は規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第７号 

 

瑞浪市犯罪被害者等支援条例の制定について 

 

瑞浪市犯罪被害者等支援条例を次のように制定するものとする。 

 

平成３１年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市犯罪被害者等支援条例 

（目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号。以

下「法」という。 ）に基づき、本市における犯罪被害者等の支援に関する 

基本理念及び犯罪被害者等を支援するための施策の基本となる事項を定め、 

市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、犯罪被害者等が必要

とする施策を総合的に推進し、犯罪被害者等の権利利益を保護することに

より、もって市民が安全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄与するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 犯罪等 法第２条第１項に規定する犯罪等をいう。 

（２） 犯罪被害者等 犯罪等により被害を受けた者及びその家族又は遺

族であって、市内に住所を有するものをいう。 

（３） 二次的被害 犯罪等による直接的な被害以外の犯罪被害者等が被 

る経済的損失、精神的苦痛、心身の不調、プライバシーの侵害等をいう。 

（４） 市民 市内に居住し、通勤し、若しくは通学する個人又は市内に

おいて事業若しくは活動を行う個人若しくは法人その他の団体をいう。 

（５） 事業者 犯罪被害者等を雇用する市内で事業活動を行う個人又は
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法人その他の団体をいう。 

（６） 関係機関等 国、岐阜県、岐阜県警察本部その他の関係機関及び

犯罪被害者等に対する支援を行う民間の団体その他関係する者をいう。 

（基本理念） 

第３条 すべて犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさ

わしい処遇を保障される権利を有する。 

２ 犯罪被害者等のための施策は、被害の状況及び原因、犯罪被害者等が置

かれている状況その他の事情に応じて適切に講ぜられるものとする。 

３ 犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害者等が、被害を受けたときから

再び平穏な生活を営むことができるようになるまでの間、必要な支援等を

途切れることなく受けることができるよう、講ぜられるものとする。 

４ 犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害

することとならないようにするとともに、二次的被害の発生防止に最大限

配慮して講ぜられるものとする。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。 ）にのっとり、

関係機関等との適切な役割分担を踏まえて、相互に連携して犯罪被害者等

の支援を実施するものとする。 

（市民及び事業者の責務） 

第５条 市民及び事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれて 

いる状況及び犯罪被害者等を支援することの重要性についての理解を深め、 

市及び関係機関等が実施する犯罪被害者等を支援するための施策に協力す

るよう努めなければならない。 

２ 事業者は、犯罪被害者等がその被害に係る法的手続に適切に関与するこ

とができるよう、その就労及び勤務について、十分に配慮するよう努めな

ければならない。 

（相談及び情報提供等） 

第６条 市は、犯罪被害者等が再び平穏な生活を営むことができるようにす

るため、犯罪被害者等が直面している様々な問題について相談に応じ、必

要な情報提供及び助言を行うとともに、関係機関等との連絡調整を行うも

のとする。 
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（経済的負担の軽減） 

第７条 市は、犯罪被害者等が犯罪等により受けた被害に係る経済的負担の

軽減を図るため、必要な施策を講ずるものとする。 

（人材の育成等） 

第８条 市は、犯罪被害者等に対する支援の充実を図るため、相談、助言、

情報提供その他犯罪被害者等の支援を担う人材を育成するための研修等必

要な施策を講ずるものとする。 

（市民及び事業者の理解の増進） 

第９条 市は、市民及び事業者が犯罪被害者等の置かれている状況、二次的

被害防止の重要性その他犯罪被害者等に関する事項について理解を深める

ことができるよう、広報及び啓発を行うものとする。 

 （民間支援団体等に対する支援） 

第１０条 市は、犯罪被害者等に対する支援を行う民間の団体等が適切かつ

効果的に犯罪被害者等の支援を推進できるよう、必要な施策を講ずるもの

とする。 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第８号 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

平成３１年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

瑞浪市国民健康保険条例（昭和３４年条例第１４号）の一部を次のように

改正する。 

 第１５条の６中「５８万円」を「６１万円」に改める。 

第２０条第１項各号列記以外の部分中「５８万円」を「６１万円」に改め、

同項第２号中「２７万５千円」を「２８万円」に改め、同項第３号中「５０ 

万円」を「５１万円」に改め、同条第３項及び第４項中「５８万円」を「６ 

１万円」に改める。 

附則第５条の見出し中「平成２２年度以降の」を削り、同条中「平成２２

年度以降の」を削り、「保険料」を「保険料（所得割額に限る。）」に改め

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市国民健康保険条例の規定は、平成３１年

度以後の年度分の保険料について適用し、平成３０年度以前の年度分の保

険料については、なお従前の例による。 
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議第９号 

    

瑞浪市窯業技術研究所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

 

瑞浪市窯業技術研究所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定するものとする。 

 

 平成３１年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
瑞浪市窯業技術研究所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例 

瑞浪市窯業技術研究所の設置及び管理に関する条例（昭和５９年条例第３

６号）の一部を次のように改正する。 

第１２条中「その他これらに類するもの」を削る。 

第１３条中「依頼した者」の次に「（以下「依頼者」という。）」を加え

る。 

 別表第１及び別表第２を次のように改める。 

別表第１（第１１条関係） 

区分 単位 使用料 

窯業機器 １回 ５００円

電気炉（２０キロワット）
摂氏８５０度以下 １回 ６，０００円

摂氏１，２５０度以下 １回 ９，０００円

電気炉（１０キロワット）
摂氏８５０度以下 １回 ４，０００円

摂氏１，２５０度以下 １回 ８，０００円

電気炉（５キロワット） 
摂氏８５０度以下 １回 ２，０００円

摂氏１，２５０度以下 １回 ４，０００円

備考 使用者が、市内に住所を有しない者又は市内に所在地を有しない法
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人の場合は、当該使用料の１０分の５の額を加算するものとする。 

別表第２（第１３条関係） 

区分 単位 手数料 

試験、検査及

び分析 

粒度分析 １試料 ３，０００円

鉛・カドミウム溶出試験 １試料 ６００円

スポーリング試験 １試料 １，８００円

模型、図案等

加工製作 

模型、原型又は意匠試作 １点１時間 ３，０００円

ＣＡＤ・Ｃ

ＡＭ試作 

データ作成 １点１時間 ３，０００円

切削加工 １点１時間 ５００円

備考  

１ 依頼者が、市内に住所を有しない者又は市内に所在地を有しない法

人の場合は、当該手数料の１０分の５の額を加算するものとする。 

２ 模型、図案等加工製作に要した時間に１時間未満の端数があるとき

は、その端数を１時間に切り上げて計算する。 

３ 切削加工に係る手数料は、１点１時間５００円に、使用する切削用

石膏１００立方センチメートル当たり１００円又は切削用樹脂１００

立方センチメートル当たり２００円を加算した額とする。ただし、切

削用石膏又は切削用樹脂の使用量に１００立方センチメートル未満の

端数があるときは、その端数を１００立方センチメートルに切り上げ

て計算する。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第１０号 

 

瑞浪市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市営住宅管理条例の一部を改正する条例を次のように制定するものと

する。 

 

  平成３１年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市営住宅管理条例（平成９年条例第１３号）の一部を次のように改正

する。 

 別表を次のように改める。 

別表（第３条関係） 

団地名 所在地 

小里 瑞浪市稲津町小里１９４６番地の１ 

鶴城 瑞浪市土岐町２７７７番地 

竜吟 瑞浪市釜戸町１０６９番地の３６３ 

公文垣内 瑞浪市釜戸町５８６番地の１ 

下山田 瑞浪市山田町８４６番地の１ 

日吉 瑞浪市日吉町４０８７番地の１ 

名滝 瑞浪市土岐町３５６８番地の１ 

紺屋原 瑞浪市西小田町３丁目１８９番地 

大法原 瑞浪市南小田町１丁目６８番地 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第１１号 

 

瑞浪市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者

の資格基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資

格基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

平成３１年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者 

の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

瑞浪市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資

格基準に関する条例（平成２４年条例第５６号）の一部を次のように改正す

る。 

第３条第８号中「又は水道環境」を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行前に行われた技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４

条第１項の規定による第二次試験のうち上下水道部門に合格した者であっ

て、選択科目として水道環境を選択したものは、この条例による改正後の

瑞浪市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資

格基準に関する条例第３条第８号の規定の適用については、同法第４条第

１項の規定による第二次試験のうち上下水道部門に合格した者であって、

選択科目として上水道及び工業用水道を選択したものとみなす。 
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議第１２号 

 
瑞浪市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 
瑞浪市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
瑞浪市火災予防条例の一部を改正する条例 

瑞浪市火災予防条例（昭和３７年条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

第１６条第１項中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める。 

第１７条（見出しを含む。）中「充てん」を「充 」に改める。 

 第４４条第１４号中「充てん」を「充 」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１６条第１項の改正規定

は、平成３１年７月１日から施行する。 
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議第１３号 

  

瑞浪市学校給食センター設置条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

 瑞浪市学校給食センター設置条例の一部を改正する条例を次のように制定

するものとする。 

  

平成３１年２月２６日 提出 

  

瑞浪市長 水 野 光 二    

  

  

瑞浪市学校給食センター設置条例の一部を改正する条例 

瑞浪市学校給食センター設置条例（平成１４年条例第１０号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条中「第５条の２」を「第６条」に改める。 

 第４条中「適性」を「適正」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第１４号 

 

   瑞浪市公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 

 瑞浪市公平委員会委員に次の者を選任したいので、地方公務員法（昭和２ 

５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により議会の同意を求める。 

 

  平成３１年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

氏   名 住       所 生 年 月 日 

和 田 隆 彦 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第１５号 

 

   市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条の規定に基づき、市道路線を

次のとおり認定するものとする。 

 

  平成３１年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

番号 
市道認定 

整理番号 
路線名 

起 点 

終 点 

重要な

経過地

１ １６７０ 中畑７号線 
釜戸町字中畑２６２６番１９１地先

釜戸町字中畑２６２６番２１６地先
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議第１６号 

 

財産の取得について 

 

次のとおり財産を取得したいので、瑞浪市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第３条の規定に

より、議会の議決を求める。 

 

平成３１年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 取得する財産  化学消防ポンプ自動車 

２ 取 得 の 方 法  一般競争入札 

３ 取 得 金 額  ７０，８３３，９２０円 

４ 取得の相手方  岐阜市金園町３丁目２５番地 

          株式会社ウスイ消防 

          代表取締役 臼井 潔 

-26-



 

議第１７号 

 
財産の取得について 

 
次のとおり財産を取得したいので、瑞浪市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第３条の規定に

より、議会の議決を求める。 

  
平成３１年２月２６日 提出 

  
瑞浪市長 水 野 光 二 

  

   
１ 取得する財産  小中学校教師用タブレットパソコン ８６台 

          小中学校児童生徒用タブレットパソコン １２０台 

          周辺機器 １０台 

          保管庫 １７台 

２ 取 得 の 方 法  一般競争入札 

３ 取 得 金 額  ３５，６４０，０００円 

４ 取得の相手方  岐阜市柳津町流通センター１丁目８番地４ 

          株式会社インフォファーム 

          代表取締役   博文 
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議第１８号 

 
平成３０年度瑞浪市一般会計補正予算（第７号） 

 
 平成３０年度瑞浪市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２８５，０００千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８，５２３，９００

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の追加は、「第３表 地方債補正」による。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

10 地 方 交 付 税 ３，０８２，６６８ ８８，７２３ ３，１７１，３９１

1 地方交付税 ３，０８２，６６８ ８８，７２３ ３，１７１，３９１

15 県 支 出 金 １，１７２，４６７ １０７，０７７ １，２７９，５４４

2 県 補 助 金 ５５６，０４８ １０７，０７７ ６６３，１２５

20 諸 収 入 ３８５，７５５ １０，０００ ３９５，７５５

4 雑 入 ２６９，５９９ １０，０００ ２７９，５９９

21 市 債 ２，４９４，４００ ７９，２００ ２，５７３，６００

1 市 債 ２，４９４，４００ ７９，２００ ２，５７３，６００

歳　　入　　合　　計 １８，２３８，９００ ２８５，０００ １８，５２３，９００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

6 農林水産業費 ４９４，１４３ ２８５，０００ ７７９，１４３

1 農 業 費 ４６３，２３５ ２８５，０００ ７４８，２３５

歳　　出　　合　　計 １８，２３８，９００ ２８５，０００ １８，５２３，９００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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第 ２ 表　　繰　越　明　許　費　補　正

　（追加） （単位：千円）

６ 農林水産業費 １ 農 業 費 ２８７,４２７

金　　　　額事　　　　業　　　　名

農産物等直売所規模拡大整備事業

款 項

-30-



第 ３ 表　　地 方 債 補 正

（追加） （単位：千円）

普通
貸借
又は
証券
発行

農 産 物 等 直 売 所
規 模 拡 大 整 備 事 業 79,200

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及
び地方公共団体金融機構資金に
ついて、利率見直しを行った後にお
いては、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

起 債 の 目 的 限度額 起債の
方法 利　　率 償 還 の 方 法
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議第１９号 

 
平成３０年度瑞浪市一般会計補正予算（第８号） 

 
 平成３０年度瑞浪市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６７５，９００千

円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１７，８４８，００

０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の廃止及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 ４，８５４，０００ ３５，０００ ４，８８９，０００

1 市 民 税 ２，０７８，０００ ２０，０００ ２，０９８，０００

2 固定資産税 ２，１５３，０００ １０，０００ ２，１６３，０００

3 軽自動車税 ９８，０００ ５，０００ １０３，０００

2 地 方 譲 与 税 １７３，０００ △４，０００ １６９，０００

2
自動車重量
譲 与 税

１２３，０００ △４，０００ １１９，０００

5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

２３，０００ △８，０００ １５，０００

1
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

２３，０００ △８，０００ １５，０００

6
地 方 消 費 税
交 付 金

６６２，０００ １５，０００ ６７７，０００

1
地方消費税
交 付 金

６６２，０００ １５，０００ ６７７，０００

7
ゴルフ場利用
税 交 付 金

１８０，０００ △１３，０００ １６７，０００

1
ゴルフ場利用
税 交 付 金

１８０，０００ △１３，０００ １６７，０００

8
自 動 車 取 得
税 交 付 金

４５，０００ １１，０００ ５６，０００

1
自動車取得
税 交 付 金

４５，０００ １１，０００ ５６，０００

10 地 方 交 付 税 ３，１７１，３９１ １０，５００ ３，１８１，８９１

1 地方交付税 ３，１７１，３９１ １０，５００ ３，１８１，８９１

12
分 担 金 及 び
負 担 金

７６，４７７ △４，６５４ ７１，８２３

1 分 担 金 １８，２３０ △３，７１５ １４，５１５

2 負 担 金 ５８，２４７ △９３９ ５７，３０８

13
使 用 料 及 び
手 数 料

４２０，１０４ △１８，９７６ ４０１，１２８

1 使 用 料 ２５３，２９０ △１７，２１３ ２３６，０７７

2 手 数 料 １６６，８１４ △１，７６３ １６５，０５１

14 国 庫 支 出 金 ２，９５１，８８３ △１０４，５０６ ２，８４７，３７７

1 国庫負担金 １，８６９，０６２ △８６，９９０ １，７８２，０７２

2 国庫補助金 １，０７４，２６７ △１７，５１６ １，０５６，７５１

15 県 支 出 金 １，２７９，５４４ △２２６，３７１ １，０５３，１７３

1 県 負 担 金 ５３９，５９２ △４３，６８０ ４９５，９１２

2 県 補 助 金 ６６３，１２５ △１８２，６９１ ４８０，４３４

16 財 産 収 入 １００，３０２ ８，３１１ １０８，６１３

1
財 産
運 用 収 入

８９，５４１ △１８９ ８９，３５２

2
財 産
売 払 収 入

１０，７６１ ８，５００ １９，２６１

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

17 寄 附 金 １０４，３７６ １，１３０ １０５，５０６

1 寄 附 金 １０４，３７６ １，１３０ １０５，５０６

18 繰 入 金 ５９８，０００ △４４，７７９ ５５３，２２１

1 基金繰入金 ５７４，２０２ △４４，５０４ ５２９，６９８

2
財 産 区
繰 入 金

２３，７９８ △２７５ ２３，５２３

20 諸 収 入 ３９５，７５５ △１，０５５ ３９４，７００

1
延滞金、加算金
及 び 過 料 ５，９２２ ２，１００ ８，０２２

4 雑 入 ２７９，５９９ △３，１５５ ２７６，４４４

21 市 債 ２，５７３，６００ △３３１，５００ ２，２４２，１００

1 市 債 ２，５７３，６００ △３３１，５００ ２，２４２，１００

歳　　入　　合　　計 １８，５２３，９００ △６７５，９００ １７，８４８，０００
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 総 務 費 ２，００６，９５２ △５３，８７１ １，９５３，０８１

1 総務管理費 １，６７３，７３７ △４７，２７９ １，６２６，４５８

2 徴 税 費 １８７，２８１ △４，５９２ １８２，６８９

3
戸 籍 住 民
基本台帳費

７４，７６８ △２，０００ ７２，７６８

3 民 生 費 ５，０４６，２６１ △１９０，２６１ ４，８５６，０００

1 社会福祉費 ２，６２０，８９０ △３３，６１６ ２，５８７，２７４

2 児童福祉費 ２，１９２，５２８ △１５６，６４５ ２，０３５，８８３

4 衛 生 費 １，３５５，０８６ △５３，３６４ １，３０１，７２２

1 保健衛生費 ３７１，２５４ △１，２３４ ３７０，０２０

2 清 掃 費 ８７０，７５０ △５０，９５０ ８１９，８００

3 環 境 費 １１３，０８２ △１，１８０ １１１，９０２

5 労 働 費 ２０，４８９ △１６１ ２０，３２８

1 労 働 諸 費 ２０，４８９ △１６１ ２０，３２８

6 農林水産業費 ７７９，１４３ △１８５，９６２ ５９３，１８１

1 農 業 費 ７４８，２３５ △１８１，６４２ ５６６，５９３

2 林 業 費 ３０，９０８ △４，３２０ ２６，５８８

7 商 工 費 ４０８，０１３ △１６，９５３ ３９１，０６０

1 商 工 費 ４０８，０１３ △１６，９５３ ３９１，０６０

8 土 木 費 １，２３０，４０６ △５５，７９３ １，１７４，６１３

1 土木管理費 ６６，３１８ △９，０００ ５７，３１８

2 道路橋梁費 ７１９，８０９ ４，９３０ ７２４，７３９

4 都市計画費 ３１４，０２８ △５０，０５８ ２６３，９７０

5 住 宅 費 ８６，６０２ △１，６６５ ８４，９３７

9 消 防 費 ５９６，３７４ △２０，９４３ ５７５，４３１

1 消 防 費 ５９６，３７４ △２０，９４３ ５７５，４３１

10 教 育 費 ４，４０８，４６０ △４０，２５１ ４，３６８，２０９

1 教育総務費 ２５２，６４３ １，１３０ ２５３，７７３

2 小 学 校 費 ４５１，２６７ △１８，７００ ４３２，５６７

3 中 学 校 費 ２，６８０，４６２ △１５，４８１ ２，６６４，９８１

5 社会教育費 ３６９，２７２ △２，０００ ３６７，２７２

6 保健体育費 ４６４，４６８ △５，２００ ４５９，２６８
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

12 諸 支 出 金 ６３４，８６５ △１５，０００ ６１９，８６５

1 公営企業費 ６３４，８６５ △１５，０００ ６１９，８６５

14 災 害 復 旧 費 ７１，４００ △４３，３４１ ２８，０５９

1
土 木 施 設
災害復旧費

７１，４００ △４３，３４１ ２８，０５９

歳　　出　　合　　計 １８，５２３，９００ △６７５，９００ １７，８４８，０００

-36-



第 ２ 表　　繰　越　明　許　費　補　正

　（追加） （単位：千円）

３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費 ２,６８０

４ 衛 生 費 １ 保 健 衛 生 費 ５,０７０

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 ５１,０００

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 ２０,０００

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 ３,０００

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費 １５,６１２

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費 ６,６５３

１０ 教 育 費 ６ 保 健 体 育 費 ６,１５６

１４ 災害復旧費 １
土 木 施 設
災 害 復 旧 費

８,３４０

風 し ん 対 策 事 業

南 垣 外 北 野 線 道 路 改 良 事 業

都 市 公 園 再 整 備 事 業

学 校 給 食 セ ン タ ー 施 設 管 理 経 費

金　　　　額事　　　　業　　　　名

現 年 土 木 施 設 補 助 災 害 復 旧 事 業

経済対策プレミアム付商品券発行事業

款 項

土 岐 橋 架 替 関 連 事 業

瑞 浪 恵 那 道 路 整 備 関 連 事 業

道 の 駅 整 備 事 業
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第 ３ 表　　地 方 債 補 正

（廃止） （単位：千円）

（変更） （単位：千円）

起債の
方法 利率

不 燃 物 最 終 処 分 場
整 備 事 業

瑞 浪 北 中 学 校
施 設 整 備 事 業

12,700

1,342,000

11,000

1,100,000

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以
内 （ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金につい
て は 、 その 融資
条件により、銀行
その他の場合に
は借入先と協定
し、その条件に従
うものとする。た
だ し 、 市 財 政 の
都 合 に よ り 据 置
期間及び償還期
限を短縮し、もし
くは繰上償還又
は低利に借換す
ることができる。

7,200

2,600

80,000

起 債 の 目 的 限度額 起債の
方法 利　　率 償 還 の 方 法

塵 芥 収 集 車 等
購 入 事 業 4,800

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率
見直し方式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機構資金
について、利率見直しを行った後
においては、当該見直し後の利
率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うものと
する。ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、もし
くは繰上償還又は低利に借換するこ
とができる。

3,600
日 吉 中 学 校
転 用 改 修 事 業

防 火 水 槽 設 置 事 業 15,000

中 山 間 地 域
総 合 整 備 事 業

県 営 事 業 負 担 事 業

八伏線道路改良事業

14,400

7,700

9,000

起 債 の 目 的
限度額 限度額

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

中 学 校 施 設
空 調 整 備 事 業 24,200 21,500

補　　正　　前 補　　正　　後

起債の
方法 利  率 償 還 の 方 法

償還の
方法

補正
前に
同じ

現年土木施設補助災
害 復 旧 事 業

県 営 た め 池 等
整 備 事 業

消 防 団 拠 点 施 設
建 設 事 業

小 学 校 施 設
空 調 整 備 事 業

9,000

5,200

86,600

25,300 5,700
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議第２０号 

 
平成３０年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

 
 平成３０年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）は、 

次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

5 繰 入 金 １３０，５００ △１，２００ １２９，３００

1
一 般 会 計
繰 入 金

１３０，５００ △１，２００ １２９，３００

7 諸 収 入 ５４０ １，２００ １，７４０

2 雑 入 ５００ １，２００ １，７００

歳　　入　　合　　計 ４９０，１００ ０ ４９０，１００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2
後期高齢者医療
広域連合納付金 ４６０，７３８ ０ ４６０，７３８

1
後期高齢者医療
広域連合納付金 ４６０，７３８ ０ ４６０，７３８

歳　　出　　合　　計 ４９０，１００ ０ ４９０，１００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第２１号 

 
平成３０年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 
 平成３０年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、

次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５，５００千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，５８４，０００千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1
国 民 健 康
保 険 料

６７７，９８０ △１３，３１０ ６６４，６７０

1
一 般 被 保 険 者
国民健康保険料 ６７２，１９０ △１３，３１０ ６５８，８８０

3 県 支 出 金 ２，５１２，５９７ ４，０７３ ２，５１６，６７０

1 県 補 助 金 ２，５１２，５９７ ４，０７３ ２，５１６，６７０

5 繰 入 金 ２８２，７００ ４，３００ ２８７，０００

1
一 般 会 計
繰 入 金

２５１，７００ ４，３００ ２５６，０００

6 繰 越 金 １００，６１６ １２，５１４ １１３，１３０

1 繰 越 金 １００，６１６ １２，５１４ １１３，１３０

7 諸 収 入 ３，８０１ △２，０７７ １，７２４

1 雑 入 ３，８０１ △２，０７７ １，７２４

歳　　入　　合　　計 ３，５７８，５００ ５，５００ ３，５８４，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 総 務 費 ７１，２３４ △２，５００ ６８，７３４

1 総務管理費 ７１，２３４ △２，５００ ６８，７３４

2 保 険 給 付 費 ２，４６７，７９１ ７，０５８ ２，４７４，８４９

1 療 養 諸 費 ２，１５７，８４７ １０，０００ ２，１６７，８４７

4 任意給付費 １６，１０７ △２，９４２ １３，１６５

3
国民健康保険
事業費納付金

９３２，４０５ ０ ９３２，４０５

1 医療給付費分 ６６０，８６０ ０ ６６０，８６０

2
後期高齢者
支援金等分

２０５，７００ ０ ２０５，７００

3 介護納付金分 ６５，８４５ ０ ６５，８４５

6 諸 支 出 金 ３６，５４２ ９４２ ３７，４８４

1
償還金及び
還付加算金

３６，５４２ ９４２ ３７，４８４

歳　　出　　合　　計 ３，５７８，５００ ５，５００ ３，５８４，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第２２号 

 
平成３０年度瑞浪市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 
 平成３０年度瑞浪市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に

定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６３，１００千円

を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，４７４，４００千

円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 保 険 料 ７０８，００７ △４１５ ７０７，５９２

1 介護保険料 ７０８，００７ △４１５ ７０７，５９２

3 国 庫 支 出 金 ７７２，２４２ △７，７０４ ７６４，５３８

1 国庫負担金 ５５６，５８８ △１３，７５０ ５４２，８３８

2 国庫補助金 ２１５，６５４ ６，０４６ ２２１，７００

4
支 払 基 金
交 付 金

８６８，６０４ △１９，３６７ ８４９，２３７

1
支 払 基 金
交 付 金

８６８，６０４ △１９，３６７ ８４９，２３７

5 県 支 出 金 ４６６，５７３ △９，２１６ ４５７，３５７

1 県 負 担 金 ４４６，３４１ △９，０００ ４３７，３４１

2 県 補 助 金 ２０，２３２ △２１６ ２０，０１６

7 繰 入 金 ６００，６３２ △２６，３９８ ５７４，２３４

1
一 般 会 計
繰 入 金

５８８，４７０ △１４，２３６ ５７４，２３４

2 基金繰入金 １２，１６２ △１２，１６２ ０

歳　　入　　合　　計 ３，５３７，５００ △６３，１００ ３，４７４，４００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 総 務 費 １１７，４５６ △３，５００ １１３，９５６

1 総務管理費 ６３，７６１ △３，５００ ６０，２６１

2 保 険 給 付 費 ３，０８５，９４３ △７０，０００ ３，０１５，９４３

1
介護サービス
等 諸 費 ２，８４１，３３２ △５６，０００ ２，７８５，３３２

2
介 護 予 防
サービス等諸費 ６３，３２５ △３，０００ ６０，３２５

3 その他諸費 ４，１１３ △１，０００ ３，１１３

5
特定入所者介護
サ ー ビ ス 等 費 １１９，０２４ △１０，０００ １０９，０２４

3 基 金 積 立 金 ２２０ １３，９００ １４，１２０

1 基金積立金 ２２０ １３，９００ １４，１２０

4
地 域 支 援
事 業 費

２１３，２３１ △３，５００ ２０９，７３１

2
一 般 介 護
予防事業費

５０，２６５ △３，５００ ４６，７６５

3
包括的支援事業
・ 任 意 事 業 費 ５９，５１２ ０ ５９，５１２

歳　　出　　合　　計 ３，５３７，５００ △６３，１００ ３，４７４，４００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第２３号 

 
平成３０年度瑞浪市駐車場事業特別会計補正予算（第２号） 

 
 平成３０年度瑞浪市の駐車場事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，２００千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４５，３００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 繰 越 金 ７００ ４，２００ ４，９００

1 繰 越 金 ７００ ４，２００ ４，９００

歳　　入　　合　　計 ４１，１００ ４，２００ ４５，３００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 駐車場事業費 ２８，３３７ △９９９ ２７，３３８

1
駐 車 場
管 理 費

２８，３３７ △９９９ ２７，３３８

2 公 債 費 １１，７６３ △６７７ １１，０８６

1 公 債 費 １１，７６３ △６７７ １１，０８６

3 基 金 積 立 金 ５００ ５，８７６ ６，３７６

1 基金積立金 ５００ ５，８７６ ６，３７６

歳　　出　　合　　計 ４１，１００ ４，２００ ４５，３００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第２４号 

 

平成３０年度瑞浪市水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（総則） 

第１条 平成３０年度瑞浪市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 平成３０年度瑞浪市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第 

３条中収益的収入の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）   （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                        収      入 

 第１款 水道事業収益  1,143,300千円      0千円   1,143,300千円 

  第１項 営業収益     908,405千円  15,000千円    923,405千円 

  第２項 営業外収益  234,895千円 △15,000千円   219,895千円 

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「３４６，５００千円」を「３２７，７０ 

０千円」に、「１８，８４６千円」を「１７，４５３千円」に、「３２７ 

，６５４千円」を「３１０，２４７千円」に改め、資本的収入及び支出の 

予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）   （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                        収      入 

 第１款 資本的収入     169,100 千円   7,200 千円   176,300 千円 

  第１項 工事負担金   13,540 千円   3,060 千円    16,600 千円 

第２項 分担金      23,137 千円   4,140 千円    27,277 千円 

                        支      出 

 第１款 資本的支出     515,600 千円 △11,600 千円   504,000 千円 

  第１項 建設改良費   343,625 千円 △11,600 千円   332,025 千円 

  （他会計からの補助金） 

第４条 予算第９条中「８０，４０９千円」を「６５，４０９千円」に改め 

る。 
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  平成３１年２月２６日 提出 

 

                  瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２５号 

 

平成３０年度瑞浪市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（総則） 

第１条 平成３０年度瑞浪市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に

定めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 平成３０年度瑞浪市下水道事業会計予算第３条中収益的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）   （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                       収      入 

 第１款 下水道事業収益 1,203,225千円  △9,000千円  1,194,225千円 

  第２項 営業外収益     656,953千円  △9,000千円    647,953千円 

                       支      出 

 第１款 下水道事業費用 1,202,225千円  △9,000千円  1,193,225千円 

  第１項 営業費用     1,052,884千円  △9,000千円  1,043,884千円 

 

 

  平成３１年２月２６日 提出 

 

                  瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２６号 

 
平成３１年度瑞浪市一般会計予算 

 
 平成３１年度瑞浪市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５，４１０，０００千

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債 

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」 

による。 

（一時借入金） 

第４条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を

除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の間の流用 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 市 税 ５，０９４，８００

1 市 民 税 ２，０９６，９００

2 固 定 資 産 税 ２，３６９，８００

3 軽 自 動 車 税 １０７，０００

4 市 た ば こ 税 ２３４，０００

5 鉱 産 税 １０

6 入 湯 税 ７９０

7 都 市 計 画 税 ２８６，３００

2 地 方 譲 与 税 １７４，６００

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 ４９，０００

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 １１９，０００

3 森 林 環 境 譲 与 税 ６，６００

3 利 子 割 交 付 金 １１，０００

1 利 子 割 交 付 金 １１，０００

4 配 当 割 交 付 金 １８，０００

1 配 当 割 交 付 金 １８，０００

5 株式等譲渡所得割交付金 １５，０００

1 株式等譲渡所得割交付金 １５，０００

6 地 方 消 費 税 交 付 金 ６７８，０００

1 地 方 消 費 税 交 付 金 ６７８，０００

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １６７，０００

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １６７，０００

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ２４，０００

1 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ２４，０００

9 環 境 性 能 割 交 付 金 ４，５００

1 環 境 性 能 割 交 付 金 ４，５００

10 地 方 特 例 交 付 金 ４１，４００

1 地 方 特 例 交 付 金 ４１，４００

11 地 方 交 付 税 ２，９５０，０００

1 地 方 交 付 税 ２，９５０，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(単位：千円)

款 項 金　　額

12 交通安全対策特別交付金 ４，２００

1 交通安全対策特別交付金 ４，２００

13 分 担 金 及 び 負 担 金 ６２，２７７

1 分 担 金 ８，３３８

2 負 担 金 ５３，９３９

14 使 用 料 及 び 手 数 料 ４０２，３１７

1 使 用 料 ２３６，９７３

2 手 数 料 １６５，３４４

15 国 庫 支 出 金 ２，０１７，２６０

1 国 庫 負 担 金 １，０６４，０９４

2 国 庫 補 助 金 ９４５，７００

3 委 託 金 ７，４６６

16 県 支 出 金 １，２５５，７１３

1 県 負 担 金 ５２５，７０３

2 県 補 助 金 ６２４，０９５

3 委 託 金 １０５，９１５

17 財 産 収 入 ９１，５４９

1 財 産 運 用 収 入 ９０，７５８

2 財 産 売 払 収 入 ７９１

18 寄 附 金 １００，２８０

1 寄 附 金 １００，２８０

19 繰 入 金 ４６９，０８７

1 基 金 繰 入 金 ４１３，２１６

2 財 産 区 繰 入 金 ５５，８７１

20 繰 越 金 １００，０００

1 繰 越 金 １００，０００

21 諸 収 入 ２３８，９１７

1 延滞金、加算金及び過料 ５，９１４

2 市 預 金 利 子 ２

3 貸 付 金 元 利 収 入 １０５，３９０

4 雑 入 １２７，６１１
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(単位：千円)

款 項 金　　額

22 市 債 １，４９０，１００

1 市 債 １，４９０，１００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １５，４１０，０００
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 議 会 費 １７５，７６２

1 議 会 費 １７５，７６２

2 総 務 費 １，７３０，４０６

1 総 務 管 理 費 １，３６９，６１３

2 徴 税 費 １９９，８８８

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 ７７，４８９

4 選 挙 費 ６０，９７７

5 統 計 調 査 費 １４，７１０

6 監 査 委 員 費 ７，７２９

3 民 生 費 ４，８４４，１７６

1 社 会 福 祉 費 ２，７０１，８４０

2 児 童 福 祉 費 １，９２９，４５１

3 生 活 保 護 費 ２１２，３８５

4 災 害 救 助 費 ５００

4 衛 生 費 １，３７９，４２４

1 保 健 衛 生 費 ３６６，０１６

2 清 掃 費 ９１２，４３８

3 環 境 費 １００，９７０

5 労 働 費 １５，２２８

1 労 働 諸 費 １５，２２８

6 農 林 水 産 業 費 ６０３，７５５

1 農 業 費 ５６４，２６９

2 林 業 費 ３９，４８６

7 商 工 費 ４６３，８８９

1 商 工 費 ４６３，８８９

8 土 木 費 １，３６５，２２４

1 土 木 管 理 費 ５３，４６６

2 道 路 橋 梁 費 ７１９，１１３

3 河 川 費 ９４，４１２

4 都 市 計 画 費 ３３５，４９４

5 住 宅 費 １６２，７３９
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(単位：千円)

款 項 金　　額

9 消 防 費 ９８６，５２０

1 消 防 費 ９８６，５２０

10 教 育 費 １，６４１，１９４

1 教 育 総 務 費 ２５５，８６７

2 小 学 校 費 ２９２，１６８

3 中 学 校 費 ２０４，３１８

4 幼 稚 園 費 １９０，３９６

5 社 会 教 育 費 ４２７，８７３

6 保 健 体 育 費 ２７０，５７２

11 災 害 復 旧 費 ６，３００

1 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 ６，３００

12 公 債 費 １，６０６，３０５

1 公 債 費 １，６０６，３０５

13 諸 支 出 金 ５７１，８１７

1 公 営 企 業 費 ５７１，８１７

14 予 備 費 ２０，０００

1 予 備 費 ２０，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １５，４１０，０００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

人権施策推進指針改訂業務委託料 平 成 ３ ２ 年 度 １,２００

移 住 定 住 促 進 奨 励 金
（ 平 成 ３ １ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ ２ 年 度 か ら
平 成 ３ ５ 年 度 ま で

瑞 浪 市 移 住 定 住 促 進
奨 励 金 交 付 規 則
第 ４ 条 の 規 定 に よ る 額

三世代同居 ・近 居世 帯定 住奨 励金
（ 平 成 ３ １ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ ２ 年 度 か ら
平 成 ３ ５ 年 度 ま で

瑞浪市三世代同居・近居世帯
定 住 奨 励 金 交 付 規 則
第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

若者世帯民間賃貸住宅入居奨励金
（ 平 成 ３ １ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ ２ 年 度 か ら
平 成 ３ ３ 年 度 ま で

瑞浪市若者世帯民間賃貸住宅
入居奨励金交付規則第４条及び
第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

高齢者福祉計画・介護保険事業計画
策 定 業 務 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

５,０００

障 害 福 祉 計 画 等 策 定 業 務 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

６,３００

幼 児 園 給 食 調 理 業 務 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ４ 年 度 ま で

２５０,５００

予 防 接 種 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

４５,０１４

医 師 ・ 歯 科 医 師 等 出 務 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

２,８００

予 防 接 種 ワ ク チ ン 購 入 費
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

２５,１２９

が ん 検 診 等 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

３８,４８０

血 液 検 査 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

２,０２６

企 業 立 地 奨 励 金
（ 平 成 ３ １ 年 度 指 定 業 者 分 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ７ 年 度 ま で

瑞 浪 市 企 業 立 地 の 促 進
及 び 雇 用 の 拡 大 に 関 す る
条 例 第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

道 の 駅 基 本 計 画 策 定 業 務 委 託 料 平 成 ３ ２ 年 度 １０,６００

加 知 奨 学 金
（ 平 成 ３ １ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ ２ 年 度 か ら
平 成 ３ ６ 年 度 ま で

１８,０００

奨 学 金
（ 平 成 ３ １ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ ２ 年 度 か ら
平 成 ３ ６ 年 度 ま で

５,４００

総 合 文 化 セ ン タ ー 電 話 機 賃 借 料 平 成 ３ ２ 年 度 ６０

事 項
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第 ３ 表　　地　方　債

（単位：千円）

起債の方法

12,000

17,200

148,400

1,200

70,600

140,000

21,600

15,500

27,000

1,800 普通貸借

5,700 又　 　は

24,300 証券発行

30,700

9,000

46,500

14,100

61,900

23,800

15,000

264,000

38,000

1,800

500,000

防 火 水 槽 設 置 事 業

防 災 行 政 無 線 更 新 事 業

旧 日 吉 中 学 校 転 用 改 修 事 業

過年土木施設補助災害復旧事業

都 市 公 園 再 整 備 事 業

狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業

猿 爪 川 浸 水 対 策 事 業

市 営 住 宅 長 寿 命 化 事 業

消 防 団 拠 点 施 設 建 設 事 業

消 防 車 両 ・ 救 急 車 両 等
更 新 事 業 （ 単 独 ）

消 防 ポ ン プ 自 動 車 等 更 新 事 業

起　  債　  の　  目　  的

不 燃 物 最 終 処 分 場 整 備 事 業

償 還 の 方 法利 率

一 般 会 計 出 資 債

県 単 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業

混 合 焼 却 施 設 設 備 改 修 事 業

県 営 事 業 負 担 金 事 業
（ 県 営 た め 池 等 整 備 事 業 ）

南 垣 外 北 野 線 道 路 改 良 事 業

年３．０ ％

以　　 内

（ただし、利

率見直し方

式で借り入

れる政府資

金 及 び 地

方 公 共 団

体 金 融 機

構 資 金 に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率）

政府資金につ

い て は 、 そ の

融資条件によ

り、銀行その他

の場合には借

入先と協定し、

その条件に従

うものとする。

た だ し 、 市 財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もしく

は繰上償還又

は低利に借換

することができ

る。

臨 時 財 政 対 策 債

県営急傾斜地崩壊対策負担事業

限　　度　　額限　　度　　額

瑞 浪 恵 那 道 路 整 備 関 連 事 業

論 栃 ３ 号 線 道 路 改 良 事 業

市 道 等 整 備 交 付 金 事 業

土 岐 橋 架 替 関 連 事 業
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議第２７号 

 
平成３１年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 
 平成３１年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定める

ところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４９５，７００千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ３５４，７５８

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ３５４，７５８

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ４５

1 手 数 料 ４５

3
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 支 出 金

１３，８５７

1 委 託 金 １３，８５７

補 助 金 ０

4 繰 入 金 １２６，３００

1 一 般 会 計 繰 入 金 １２６，３００

5 繰 越 金 １００

1 繰 越 金 １００

6 諸 収 入 ６４０

1 延滞金、加算金及び過料 ４０

2 雑 入 ６００

国 庫 支 出 金 ０

国 庫 補 助 金 ０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ４９５，７００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 １３，３１７

1 総 務 管 理 費 １１，４０５

2 徴 収 費 １，９１２

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

４６７，４２６

1
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

４６７，４２６

3 保 健 事 業 費 １３，８５７

1 健 康 保 持 増 進 事 業 費 １３，８５７

4 諸 支 出 金 ６００

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ６００

5 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ４９５，７００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

７５

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１，２５０

事 項
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議第２８号 

 
平成３１年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計予算 

 
 平成３１年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，５６８，０００千円

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 国 民 健 康 保 険 料 ６９７，５３０

1 一般被保険者国民健康保険料 ６９４，５６０

2
退 職 被 保 険 者 等
国 民 健 康 保 険 料

２，９７０

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ３５０

1 手 数 料 ３５０

3 県 支 出 金 ２，５２８，３９５

1 県 補 助 金 ２，５２８，３９５

4 財 産 収 入 ２９５

1 財 産 運 用 収 入 ２９５

5 繰 入 金 ３２８，７００

1 一 般 会 計 繰 入 金 ２６７，７００

2 基 金 繰 入 金 ６１，０００

6 繰 越 金 １０，０００

1 繰 越 金 １０，０００

7 諸 収 入 ２，７３０

1 雑 入 ２，７３０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，５６８，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 ７１，３６８

1 総 務 管 理 費 ７１，３６８

2 保 険 給 付 費 ２，４７９，０９６

1 療 養 諸 費 ２，１６８，７９０

2 高 額 療 養 費 ２９６，２００

3 移 送 費 １００

4 任 意 給 付 費 １４，００６

3 国民健康保険事業費納付金 ９７９，４２８

1 医 療 給 付 費 分 ６９６，９０１

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 ２１６，５９２

3 介 護 納 付 金 分 ６５，９３５

4 保 健 事 業 費 ２８，３９６

1 保 健 事 業 費 ７，４０９

2 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 ２０，９８７

5 基 金 積 立 金 ２９５

1 基 金 積 立 金 ２９５

6 諸 支 出 金 ５，４１７

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ５，４１７

7 予 備 費 ４，０００

1 予 備 費 ４，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，５６８，０００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１７０

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１０,３５５

国 保 デ ー タ ベ ー ス
シ ス テ ム 保 守 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

３００

過 誤 調 整 ・ 歯 科 レ セ プ ト
点 検 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

２,０００

３歳児等母親健康チェック血液検査料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

７００

３ 歳 児 等 母 親 健 康 チ ェ ッ ク
歯 科 医 師 派 遣 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

７００

事 項
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議第２９号 

 
平成３１年度瑞浪市介護保険事業特別会計予算 

 
 平成３１年度瑞浪市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算） 
第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，４６４，７００千円

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 
第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 
第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 
  平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 保 険 料 ７１１，３７６

1 介 護 保 険 料 ７１１，３７６

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ７０

1 手 数 料 ７０

3 国 庫 支 出 金 ７８９，１６１

1 国 庫 負 担 金 ５６８，９１２

2 国 庫 補 助 金 ２２０，２４９

4 支 払 基 金 交 付 金 ８７７，００９

1 支 払 基 金 交 付 金 ８７７，００９

5 県 支 出 金 ４６８，７５８

1 県 負 担 金 ４４７，４８２

2 県 補 助 金 ２１，２７６

6 財 産 収 入 ２００

1 財 産 運 用 収 入 ２００

7 繰 入 金 ６１１，７７３

1 一 般 会 計 繰 入 金 ５９３，７１２

2 基 金 繰 入 金 １８，０６１

8 繰 越 金 ５，０５０

1 繰 越 金 ５，０５０

9 諸 収 入 １，３０３

1 延滞金、加算金及び過料 １０

2 預 金 利 子 １０

3 雑 入 １，２８３

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，４６４，７００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 １０３，９５５

1 総 務 管 理 費 ５６，５７９

2 徴 収 費 ６，２９５

3 介 護 認 定 審 査 会 費 ４０，８６８

4 趣 旨 普 及 費 ２１３

2 保 険 給 付 費 ３，１２７，３７０

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 ２，９０１，０４０

2 介護予防サービス等諸費 ６３，９３０

3 そ の 他 諸 費 ２，９８０

4 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 ５０，１００

5 特定入所者介護サービス等費 １０１，４２０

6
高 額 医 療 合 算
介 護 サ ー ビ ス 等 費

７，９００

3 基 金 積 立 金 ２００

1 基 金 積 立 金 ２００

4 地 域 支 援 事 業 費 ２２７，１２５

1
介 護 予 防 ・ 生 活 支 援
サ ー ビ ス 事 業 費

１０６，５２８

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 ４１，８８３

3 包括的支援事業・任意事業費 ７８，３６５

4 そ の 他 諸 費 ３４９

5 諸 支 出 金 ５，０５０

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ５，０５０

6 予 備 費 １，０００

1 予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，４６４，７００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

５７８

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

４,０００

指 定 事 業 所 管 理 シ ス テ ム 使 用 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１２０

認 定 調 査 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

４,８００

訪 問 型 サ ー ビ ス Ａ 業 務 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１,０００

介 護 予 防 教 室 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

７００

歯 科 医 師 出 務 委 託 料
（ 高 齢 者 介 護 予 防 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

３５０

さ わ や か 運 動 教 室 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

２,０００

理 学 療 法 士 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１２０

さ さ エ ー ル ポ イ ン ト 事 業 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１,５００

成 年 後 見 人 制 度
運 営 業 務 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

３,５００

生 活 支 援 コ ー デ ィ ネ ー タ ー
業 務 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

３,５００

認 知 症 初 期 集 中 支 援 事 業
医 師 派 遣 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１００

配 食 サ ー ビ ス 業 務 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

４,０００

在 宅 老 人 短 期 入 所 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

２５０

徘 徊 高 齢 者 位 置
確 認 業 務 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１００

移 送 サ ー ビ ス 業 務 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１０

事 項
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（単位：千円）

期 間 限 度 額事 項

生 活 管 理 指 導 員
派 遣 業 務 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

３００

軽 度 生 活 援 助 業 務 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１,０００

在宅歯科医療連携窓口設置委託料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

２５０
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議第３０号 

 
平成３１年度瑞浪市介護サービス事業特別会計予算 

 
 平成３１年度瑞浪市の介護サービス事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，１００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。）第２３５条の３第２項の

規定による一時借入金の借入れの最高額は、５，０００千円と定める。 

 
  平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 サ ー ビ ス 収 入 ５，３６９

1 予 防 給 付 費 収 入 ５，３６９

2 繰 入 金 １，７３１

1 一 般 会 計 繰 入 金 １，７３１

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ７，１００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 事 業 費 ６，６００

1 居 宅 介 護 支 援 事 業 費 ６，６００

2 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ７，１００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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議第３１号 

 
平成３１年度瑞浪市駐車場事業特別会計予算 

 
 平成３１年度瑞浪市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４１，９００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、１０，０００千円と定める。 

 
平成３１年２月２６日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 使 用 料 及 び 手 数 料 ４０，５００

1 使 用 料 ４０，５００

2 繰 入 金 ７００

1 基 金 繰 入 金 ７００

3 繰 越 金 ７００

1 繰 越 金 ７００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ４１，９００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 駐 車 場 事 業 費 ３０，３２５

1 駐 車 場 管 理 費 ３０，３２５

2 公 債 費 １１，０７５

1 公 債 費 １１，０７５

3 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

基 金 積 立 金 ０

基 金 積 立 金 ０

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ４１，９００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

８０

駅 北 駐 車 場 等 管 理 業 務 委 託 料
（ 清 掃 業 務 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１，０００

駅 北 駐 車 場 等 管 理 業 務 委 託 料
（ 料 金 収 納 ・ 監 視 業 務 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

７００

浪 花 駐 車 場
管 理 業 務 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

１００

浪 花 駐 車 場 管 理
機 器 保 守 点 検 業 務 委 託 料

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

６５０

事 項

-75-



議第３２号 

 

平成３１年度瑞浪市水道事業会計予算 

  

（総則） 

第１条 平成３１年度瑞浪市水道事業会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給水件数                  １４，８００件 

（２） 年間総配水量             ４，５００，０００  

（３） 一日平均配水量               １２，３００  

（４） 主要な建設改良事業 

白倉地区配水区変更事業         ７２，０００千円 

緊急時給水拠点確保事業         ７８，０００千円 

配水設備改良事業           １３０，２２９千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 水道事業収益            １，１４９，５００千円 

第１項 営業収益               ９３２，５７６千円 

第２項 営業外収益              ２１６，９２４千円 

支      出 

第１款 水道事業費用            １，１２９，８００千円 

  第１項 営業費用             １，０９４，５６９千円 

  第２項 営業外費用               ３１，００４千円 

  第３項 特別損失                   ２２７千円 

  第４項 予備費                  ４，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額３５２，０００千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額１９，８０３千円及び過年度分損益勘
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定留保資金３３２，１９７千円で補填するものとする。）。 

収      入 

 第１款 資本的収入               １０８，２００千円 

第１項 工事負担金                ７，５００千円 

第２項 分担金                 ２３，４０７千円 

第３項 出資金                 ５１，６２７千円 

第４項 補助金                 ２５，６６６千円 

支      出 

第１款 資本的支出               ４６０，２００千円 

  第１項 建設改良費              ２８６，３７４千円 

  第２項 企業債償還金             １７３，８２６千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費 
平成３１年度から 

平成３２年度まで 
２００ 

検 針 業 務 委 託 料 
平成３１年度から 

平成３２年度まで 
７，８００ 

水 質 検 査 等 委 託 料 
平成３１年度から 

平成３２年度まで 
７，８００ 

水 質 検 査 モ ニ タ ー 委 託 料 
平成３１年度から 

平成３２年度まで 
１，０００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

シ ス テ ム 保 守 料 

平成３１年度から 

平成３２年度まで 
３００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

機 器 保 守 料 

平成３１年度から 

平成３２年度まで 
１５０ 

配 水 管 事 故 賠 償 責 任 保 険 
平成３１年度から 

平成３２年度まで 
４６０ 
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（単位：千円） 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

（１） 収益的支出 第１款水道事業費用のうち、第 1 項営業費用、第２

項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

（２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第

２項企業債償還金に係る項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費                ３９，５６２千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 政策的事由による水道拡張事業経費等負担のため一般会計からこの

会計へ補助を受ける金額は、６５，５２４千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３，０００千円と定める。 

 

平成３１年２月２６日 提出 

    

瑞浪市長 水 野 光 二    

事  項 期  間 限 度 額 

Ａ０コピー機機器保守業務 
平成３１年度から 

平成３２年度まで 
２３０ 

平山水道併用施設管理委託料 
平成３１年度から 

平成３６年度まで 

恵那市内併用施設の
管理に要した経費に
負担割合を乗じた額 

水 道 ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト 

計 画 策 定 
平 成 ３ ２ 年 度 ２５，０００ 
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議第３３号 

 

平成３１年度瑞浪市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 平成３１年度瑞浪市下水道事業会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処理区域内水洗化人口            ２６，５００人 

（２） 年間総処理水量             ３，９４０，０００  

（３） 一日平均処理水量               １０，８００  

（４） 主要な建設改良事業 

 公共下水道管渠布設事業        １０８，８６２千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 下水道事業収益           １，１８４，６００千円 

第１項 営業収益               ５４５，９５６千円 

第２項 営業外収益              ６３８，６４４千円 

支      出 

第１款 下水道事業費用           １，１７７，８００千円 

  第１項 営業費用             １，０４０，９０５千円 

  第２項 営業外費用              １３３，５７７千円 

  第３項 特別損失                 １，３１８千円 

  第４項 予備費                  ２，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額３３２，０００千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額７，６５４千円及び当年度分損益勘定

留保資金３２４，３４６千円で補填するものとする。）。 
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収      入 

 第１款 資本的収入               ３６７，６００千円 

第１項 企業債                 ９５，３００千円 

第２項 負担金                  ４，５００千円 

第３項 出資金                ２０５，７２０千円 

第４項 補助金                 ６２，０８０千円 

支      出 

第１款 資本的支出               ６９９，６００千円 

  第１項 建設改良費              １６４，５５２千円 

  第２項 企業債償還金             ５３５，０４８千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費
平成３１年度から 
平成３２年度まで 

２５０

水洗便所等改造資金利子補給 
（ 平 成 ３ ２ 年 度 分 ） 

平成３１年度から 
平成３５年度まで 

５０

マ ン ホ ー ル ポ ン プ
点 検 ・ 清 掃 業 務 委 託 料

平成３１年度から 
平成３２年度まで 

５，０００

脱水ケーキ処理業務委託料
平成３１年度から 
平成３２年度まで 

５４，０００

薬 品 購 入 費
平成３１年度から 
平成３２年度まで 

１９，０００

測 定 検 査 業 務 委 託 料
平成３１年度から 
平成３２年度まで 

２，０００

月 吉 処 理 施 設
維 持 管 理 業 務 委 託 料

平成３１年度から 
平成３２年度まで 

５，３００

日 吉 南 部 処 理 施 設
維 持 管 理 業 務 委 託 料

平成３１年度から 
平成３２年度まで 

８，１００

大 湫 処 理 施 設
維 持 管 理 業 務 委 託 料

平成３１年度から 
平成３２年度まで 

４，１００

月 吉 ク リ ー ン セ ン タ ー
汚 泥 引 抜 業 務 委 託 料

平成３１年度から 
平成３２年度まで 

２，４００
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（単位：千円）

 事  項 期  間 限 度 額 

日吉南部クリーンセンター
汚 泥 引 抜 業 務 委 託 料

平成３１年度から 
平成３２年度まで 

６，１００

大 湫 ク リ ー ン セ ン タ ー
汚 泥 引 抜 業 務 委 託 料

平成３１年度から 
平成３２年度まで 

８００

  

（企業債） 

第６条 企業債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

とおりと定める。 

 （単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下 水 道 事 業 95,300 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年３．０%以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金について、

利率見直しを行っ

た後においては、

当該見直し後の利

率） 

 政府資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合には借

入先と協定し、そ

の条件に従うもの

とする。ただし、

企業財政の都合に

より据置期間及び

償還期限を短縮し、

もしくは繰上償還

又は低利に借換す

ることができる。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

（１） 収益的支出 第１款下水道事業費用のうち、第１項営業費用、第

２項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

（２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第

２項企業債償還金に係る項間の流用 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費               １１６，６５４千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受け

る金額は、３９，８９９千円である。 

 

 

平成３１年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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